様式第４号（第９条、第１０条関係）

年　 月　 日

特定蓄電事業計画書

小川町長　　　　　　宛て

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所
氏　　名
（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）
電話番号

小川町蓄電池設備の適正な設置及び管理に関する要綱第１０条第１項の規定により、下記のとおり特定蓄電事業計画書を提出します。
記
（事業者）
	事業者（※1）
	

	事業者の住所（※2）

	〒



（設備の内容）
	蓄電施設の名称
	

	設置場所
	小川町

	
	敷地面積　　　　　　　　　　　㎡（□実測　□公簿）

	
	現況地目　□宅地　□田　□畑　□山林　□その他（　　　）

	
	用途地域　□市街化区域　□市街化調整区域

	工事種別
	□新設　□増設　□移設　□その他（　　　　　　）

	土地の権利関係
	□自己所有地　□売買　□借地

	土地の契約状況
	年　　月　　日 （ □契約済 ・□契約手続中 ）
※契約済の場合は契約日を、今後契約の場合は予定日を記入

	蓄電池出力（※3）
	系統連系出力・　　　　　　　kW

	蓄電池容量
	kWh

	工事期間（予定）
	（工事着工）　　年　　月　　日 から
（工事完工）　　年　　月　　日 まで

	運転期間（予定）
	（運転開始）　  年    月    日 から
（運転終了） 　 年    月    日 まで

	蓄電池
	蓄電池種類（リチウムイオン電池/NAS 電池等）
	

	
	製造メーカー
	

	
	型　番
	

	
	最大出力
	kW

	
	容　量
	kwh

	パワーコンディショナー
	製造メーカー
	

	
	型　番
	

	
	定格出力
	kW

	
	設置基数
	台


　（説明会等の内容）
	近隣関係者との調整
（予定）
	説明方法
	□説明会の開催　□戸別訪問
□その他（　　　　　　　 ）

	
	説明時期
	

	
	説明場所
	

	
	説明内容
	

	
	説明対象
	説明対象者数 計  　　  人

	
	協定の有無
	有　・　無　・　予定（　　　頃）


（その他）
	発火を防止するための方法
	

	火災時に周辺への延焼を防止するための方法
	

	蓄電池設備等から発生する音圧レベル
	　　　ｄB

	騒音を防止するための方法
	

	排水方法
	□自然浸透　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	土砂災害等が懸念されるエリアへの該当性
	□土砂災害特別警戒区域　□土砂災害警戒区域
□洪水親水想定区域　　　□砂防指定地
□急傾斜地崩壊危険区域
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

	土砂災害等を防止するための方法
	








（連絡先）
	特定蓄電事業者
（担当者）
	会社名
所　属
	

	
	氏　名
	
	電　話
	

	設計・施工事業者
（担当者）
	会社名
所　属
	

	
	氏　名
	
	電　話
	

	保守点検責任者
（担当者）
	会社名
所　属
	

	
	氏　名
	
	電　話
	



【添付書類】
（1）電気事業法における発電事業者であることが分かる書類若しくは経済産業省へ「発電事業届出書」を届出たことが分かる書類（発電事業者に該当する場合）の写し
（2）事業者を証明する書類（法人の場合は定款及び履歴事項全部証明書（※4）、個人の場合は住民票抄本）
（3）設置場所が借地の場合は、土地所有者からの同意書
（4）資金計画（設置後の資金の流れを含む収支内訳書）（※5）
（5）事業者と申請者が相違する場合は委任状
（6）位置図（縮尺1/2,500分以上）
（7）現況図（縮尺1/500分以上）及び現況縦横断面図（縮尺1/500分以上）
（8）公図（事業区域及び隣接地の地番、地籍、所有者の住所氏名等（当該土地に建築物が存在する場合はその所有者の住所氏名等を含む。）を記入するとともに、道水路を表示すること。）
（9）事業区域の土地登記簿謄本（当該土地に建築物が存在する場合は家屋登記簿謄本を含む。）
（10）土地利用計画図（縮尺1/500分以上）（蓄電池、パワーコンディショナー、系統連系柱、入口＜施錠可能な構造とする＞、標識、柵・塀等＜高さを記載＞、緑地の配置を記載）
（11）排水計画断面図（縮尺1/500分以上）（排水路、調整池等を土地利用計画平面図に記載でも可）
（12）雨水排水計算書
[bookmark: _Hlk75185603]（13）造成計画平面図及び断面図（縮尺1/500分以上）（※6）
（14）工作物設計図（平面図、立面図、断面図及び構造図（縮尺1/100分以上））
（15）蓄電池及びパワーコンディショナーの仕様書（蓄電池の種類、製造メーカー、型番、設置基数、騒音・振動等の発生数値等がわかるもの）
（16）架台断面図及び構造図（構造計算書を含む）
（17）災害・騒音を防止する方法が分かる資料（緩和緩衝帯、防音壁、排水路、調整池等を土地利用計画平面図に記載でも可）
（18）維持管理計画
（19）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類・位置図（発電(蓄電)所計画地の位置及び付近の状況を示す図面）
（20）その他町長が必要と認める書類

【注意事項】
・正副2通を作成し提出すること。（副本はコピーでも可。添付資料は不要）
・副本を農地転用手続等の添付資料とする場合には必要部数の副本を作成すること。
（※1）法人については、「名称」は登記簿上の名称を記載すること。
（※2）法人については、主たる事務所の所在地とすること。登記簿上と相違する場合は、その理由も付記すること。
（※3）系統連系線との接続地点における特定蓄電池設備の出力
（※4）第2号のうち履歴事項全部証明書は3か月以内に発行したものとする。
（※5）第4号の資金計画は、保守点検を含む維持管理に要する費用及び撤去費の積立てに要する費用を計上すること。
　　　また、運転開始から運転終了までの期間について記載すること。
（※6）第13号の造成計画平面図及び断面図は、樹木の伐採、切土、盛土その他土地の形質の変更を伴わない場合に省略することができる。
